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熱海市 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 2月 26日

１．熱海市の概要 

青線で囲った部分は特に連携が取れている。子育て支援室と健康づくり室は平成 24 年ま
で同じ課であったことから、互いに状況を把握して相談・連携の取れる体勢ができてい
る。

①面積

  61.78㎢ 

②人口

  37,612人 

③児童数

  3,196人 

④類型

  小規模 A型 

⑤組織体制

※子育て支援に係る

部分のみ抜粋



保健部門とともに赤ちゃん訪問をし、危険性のあるケースについては一緒に動いている。 

月 1 回で定例会（子どもケースネット）を行っており、要保護児童対策地域協議会のケース

も含めて検討し健康づくり室と子育て支援室で互いの情報を提供している。要保護児童対

策地域協議会も年 4回の会議を行っている。 

 年に 120 名ほどが生まれているが要保護児童対策地域協議会以外でも警察や民生委員、

教育委員会とも連携を取り合って情報を共有している。 

←熱海市役所周辺案内図 

ハード面でも建物がつながっ

ていることから連携が取りや

すくなっている。 

２．支援拠点に係る概要 



要保護児童対策地域協議会にも医師会が入っていて連携を取れており、弁護士は市の

顧問弁護士がいることから何かあれば相談できるような体制がつくられている。 

児童相談所との連携も取れていて、一時保護の可能性がありうる場合には情報提供をし

て送致をし、要保護児童対策地域協議会にも参加してもらっているため、危うい家庭に関し

ても把握していてもらえていることから連携も取りやすくなっている。児童相談所だけで

単独行動するのではなく、訪問等をするにしても支援室の職員も一緒に行くなどの連携を

取っている。

←相談室は 4 部屋あり、

個人のプライバシーへ

の配慮もされている。

また熱海市総合福祉センター内には「熱海

市親子ふれあいサロン」が設置されてい

る。保育士が常駐しており、一時預かりや

育児相談などの対応を行っている。 

熱海市の子育てサークルに関する情報提

供も行っている。 

↓熱海市親子ふれあいサロン 

↑子育てサークルに関する情報提供 
↑サロン内は子どもたちがのびのびと遊べ

る広いスペースが確保されている。 

＜支援拠点内の紹介＞ 



３．支援拠点開設・運営に有効だった事柄 

 熱海市では、人材育成として研修会へ参加している。熱海市がある東部地区は研修が充実

しており、家庭児童相談室の連絡協議会（11 市が参加）が年 4 回のテーマ別の研修を開催

しており、それに参加している。県の研修に 2回は必ず参加している。児童福祉司の任用前

研修にも参加し、東部児童相談所の研修も年 2回は参加しており、毎月のように研修に参加

するようにしている。 

 また、保健部門や児童相談所などの職員とのお互いに顔の知っている付き合いがあり、そ

れがより綿密な切れ目のない支援を可能にしている。熱海市を管轄している東部児童相談

所は一時保護についても積極的に関与してくれていて、できるだけ訪問などを児童相談所

と一緒に行くことにしている。たとえ一緒に行くことができなくてもどちらかが「訪問に行

きます」と連絡をした際に、お互いの情報を交換することができる。 

 ↑静岡県内の児童相談所の位置と管轄地域、人口、世帯数 



4．現在の課題点 

 現在のところ、養育相談や虐待相談対応件数が対応職員数に比べて急増している状態に

もなく、予算面や人員体制、相談場所・幼児スペースの確保などの課題は担当職員から挙げ

られなかった。また、現時点では児童相談所や警察等と顔の見える十分な連携体制がとれて

いる様である。ただ、将来的に支援拠点を継続的に運営していくには、資格を有する者が欠

けることのないような人事異動や保健師や保育士の不足への対策が必要となろう。しかし、

より充実した支援を行うために子育てから介護まで幅広く対応できる職員の配置ができれ

ば望ましいとの意見も担当職員から挙がった。 

5．支援拠点としての今後の方針 

 以前から顔の見える関係を構築していたことから今の体制ができており、今後も関係を

維持していきたいと考えている。また市役所内では、人事担当に対して常に支援員の要件を

満たす人材（教職免許保有者など）が配置されるような配慮を求めており、確実な人員を配

置するために要綱の策定が必要であるならば、今後の策定についても検討するとのことだ

った。 

ヒアリング調査報告

鈴木秀洋 

井上玲亜 

木森麻紀 



玉野市 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 2 月 2 日

１．玉野市の概要

①面積

103.6 ㎢ 
②人口

60,930 人（平成 29 年 4 月現在） 
③児童数

7,828 人（平成 29 年 4 月現在） 
※18 歳未満の人口

④類型

小規模 A 型 
※児童人口で考える  （図１）県内における玉野市の位置

⑤組織体制・人員配置

健康福祉部

福祉政策課

地域福祉係
生活困窮等を含めて地域全般を
見ている。

障害者

福祉係

児童福祉係
主に児童手当、子ども医療等を
行っている。

保護係 生活保護

総合支援

連携室

児童福祉だけでなく、高齢者や
医療連携、権利擁護、行政間の
連携を担っている。

健康増進課 保健推進係

教育委員会
事務局及び

その他教育施設

学校教育課
小学・中学・高校の

全情報が入ってくる。

就学前教育課

就学前教育係
保育園・幼稚園
所属の全情報が
入ってくる。

保育園



福祉政策課長 － 総合支援連携 － ・主査（保健師）（常勤）

（事務職） 室長（保健師）  ・主査（心理士）（常勤・兼任）

（教育サポートセンター本務）

・社会福祉士（非常勤）（主に高齢者部門）

主に主査（保健師）の 1 名で対応しているので、相談を受けるというよりはつなぐ役割を

果たしているといえる。要保護児童対策地域協議会の事務局も総合支援連携室が担ってお

り、特定妊婦・要支援児童・要保護児童の進行管理もしている。

・就学前教育  － 就学前教育  － ・保育主査（保育士）（常勤）

課長（事務職）  係長（事務職）  ・主査（幼稚園教諭）（常勤）

・学校教育  － 学校教育課長 － ・学事係長（心理士）（常勤）

課長（教員）  補佐（教員）  ・指導主事（主幹教員）（常勤）

・指導主事（主査教員）（常勤）

  健康増進課長 － 主幹   － 係長   － 地区担当

  （事務職）    （保健師）  （保健師）  保健師（7 名） 
玉野市では全戸訪問を地区担当の保健師が行っている。

○幼保こ小中高校数・児童数（平成 29 年 4 月 1 日現在）（各市町村管轄地内の施設）

保育園 幼保連携型認定こども園 幼稚園

園数 児童数 園数 児童数 園数 児童数

10 1,020 3 274 7 306 
小学校 中学校 高等学校

校数 児童数 校数 児童数 校数 児童数

14 2,467 7 1,332 2 505 

本庁（１F） 

保健センター

教育委員会（本庁３F） 



  ←玉野市役所 

２．支援拠点開設に向けての概要

 企業が作った企業の町で三井造船等があっ

たことから、保育園や小学校等が多く作られ

た。他市に比べれば学校の数が多いが、高齢化

も影響してきて子どもの人数が減少傾向にあ

る。以前から多機関と連携して児童福祉には

力を入れてきたが、これからも対策を進めて

いきたいと考えている。

３．支援拠点開設までの課題

（１）財政面の問題

財政状況は、行政改革の影響もあり非常に厳しく、新規事業を行うことが難しい。補助金

の割合が 2 分の１であることから、人件費等の確保が難しいとともに補助の内容が分かり

にくい。

（２）人の確保の問題

小規模 A 型となると子ども家庭支援員が常時 2 名の配置ということになるが、人材を確

保することが難しい。ハード面ではなくソフト面で現状でも連携体制は構築されているが、

常時要件を厳格に考えると、平成 30 年度の開設宣言が難しいと考えた。常に募集をかけ、

地域に声かけもしているが、働く意欲はあっても子育て期でありフルタイムで働くことは

難しいという人は多く、常時要件を満たすことのできる人材を雇用したいが、現実は難しい。 
行政側としては体制強化に加えて、日々変化のある児童虐待等のケースへの対応やマネ

ジメントの面から考えても、常時いてくれる専門的知識を有した人を雇いたい。

↑ 玉野市役所内の福祉政策課



（３）法的根拠付け・位置付け（条例・規則・要綱の制定等）の問題

拠点設置は法的には努力義務なので内部的に財政部署に訴えていくことが難しい。

また拠点を既存の組織の中でどのように位置づけるか、看板を変えるだけにならない様

により充実した体制になったと果たして広報できるのかという点も内部で議論がある所で

ある。拠点開設を宣言することが住民や子どもにとってどのような役割を果たせるのかが

明確な位置づけをするメリットが分からない。

（４）物的設備等の問題

 親子の交流スペースをどこに設置するのかが難しい。役所内のスペースが限られている

中で、一体化して利用できるようにしていきたい。

保健センターとは少し離れているが、現在の総合支援連携室を物理的な意味においても

中核となる拠点と位置付けて設置を目指していく。総合支援連携室内に相談室も設置して

いる。

（５）その他の問題

 児童相談所との連携が難しい。県側の児童相談所の人員配置と強化も要望している。今回

の拠点開設にあたっては市の役割の相談支援体制を整え強化したとしても、児童相談所の

体制強化の上でも連携が上手く行かないと解決できないこともある。

４．支援拠点開設に向けて有効な事柄

（１）福祉部門（児童福祉主管課）と保健部門（母子保健主管課）との連携

 妊娠期から気になるケースについて密に情報交換している（特定妊婦の把握・支援）。福

祉部門と保健部門とが共通のシステム（健康カルテ）を使い、関わった保健師がタイムリー

に訪問に行った情報や赤ちゃんの健診情報等を上げることで、常時情報共有が出来る体制

づくりを継続強化中である（要保護児童対策地域協議会のメンバーで守秘義務をかけてい

るので、情報共有はスムーズである）。

（２）要保護児童対策地域協議会内部における関係機関の連携

 情報の入り口部分であり、子どもが所属する機関の担当者を通じて情報が入るようにな

っている。所属機関同士の連絡はスムーズで、それぞれの担当と事務局である調整担当者と

で情報共有がタイムリーにできている。

警察署とも連携しており、顔の見える関係で日常的にケースの情報共有を行っている。平

成 29 年度より玉野市内の弁護士が要保護児童対策地域協議会の実務者会議のメンバーとな

り、法的な対応等ケース支援についてアドバイスがもらえている。児童相談所とも要保護児

童対策地域協議会でのケース会議などではケース情報をタイムリーに随時交換している。



（３）教育部門と福祉部門との連携

 就学前教育課程（乳幼児・保育園児・幼稚園児等）では子ども部門と保健部門との連携に

より情報が得やすくなっている。教育課程（小学・中学・高校等）での情報は、教育部門が

第一次的に情報を得られることが多く、その情報を迅速に共有する体制を強化しようとし

ている。

 教育委員会には、早くから心理士が配置されてきた。要保護児童対策地域協議会にも毎回

参加しているが、児童福祉分野とのつなぎをしてくれたことから良い関係が築かれている。 
また、福祉・保健分野の保健師が園や学校等に訪問している。これにより市の保健師が学

校や園と連携した支援を行っている。

５．今後の方針

2018 年度中に設置予定であった。市としては、フルタイムで働いてくれる人材を探して

おり、今年は人員確保ができずに開設できなかった。機能としては小規模なりのケース対応

力は有していると考えているが、人員を確実に確保して運営していきたいと考えている。

2019 年度中には開設予定である。課題としては子ども家庭支援員となれる人員が継続的に

配置されることである。拠点を設置するには、組織内においてもより役割を明確にすること

となる。現在でも子ども関係部門や母子部門とも連携は取れているのだが更なる横の繋が

りの強化を図るためにも役立つと考えるので来年度開設を目指す。。

↑ヒアリング風景

（図１）Map Fan より引用 
URL：https://mapfan.com/pref/33 （閲覧日：2018 年 2 月 5 日） 

ヒアリング調査報告

鈴木秀洋

荒井真子

井上玲亜

https://mapfan.com/pref/33


南房総市 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年３月９日

１．南房総市の概要 

①面積

230㎢ 

②人口

39,468人（平成 29年 4月 1日現在） 

③児童数

4,417人（平成 29年 4月 1日現在） 

④類型

小規模 A型 

⑤組織形態・人員配置（平成 29年度）

   （図１）千葉県における南房総市の位置↑ 

区分 資格等 
子ども家庭支援指導員（2 名） 保健師・教育職員普通免許状 
虐待対応専門員（2名） 教育職員普通免許状 

↓教育相談センター 



教育委員会

教育総務課
・教育委員会会議

・学校給食

学校再編整備室

・学校再編

・教育委員会所管の施設再編

・教育施設の整備

子ども教育課 教育相談センター

生涯学習課

・社会教育の振興

・公民館・図書館の管理運営

・スポーツの振興

・スポーツ施設の管理運営

保健福祉部

社会福祉課

・社会福祉 ・障害者福祉 ・生活保護

・児童手当 ・児童扶養手当

・子ども医療費

・ひとり親家庭等医療費

健康支援課
・保健衛生 ・各種健診

・予防接種

・高齢者福祉 ・介護保険

丸山分庁舎 

三芳分庁舎



２．南房総市の子ども家庭総合支援拠点の概要 

従前行ってきた①特別支援教育事業（保育所、幼稚園、小学校及び中学校に所属する児

童に対する特別支援教育の推進及び個別相談等）、②適応指導事業（通常に登校できない

小学校及び中学校に所属する児童に対する支援並びに社会的自立に向け支援を必要とする

児童に対する支援）、③要保護児童対策地域協議会業務（要支援児童及び要保護児童並び

に特定妊婦（以下「要保護児童等」という。）に対する支援と関係機関との調整）、④子ど

も・若者総合相談センター事業（子ども・若者総合相談センターとしての機能を担う事

業）と重複する部分、引き継ぐ部分、新たに拡大する部分を検討しつつ、児童福祉法の改

正を踏まえて、市区町村子ども家庭総合支援拠点事業として新たに位置付け直している。 

３．支援拠点開設までの経緯 

 従前は、家庭支援業務を係の中の担当者を設けて行ってきた。平成 29年 4月に対応の

拠点となる組織として「南房総市教育相談センター」を教育委員会子ども教育課内に発足

させ、丸山分庁舎内で運営することとした。 

ちょうど児童福祉法が改正され、「南房総市教育相談センター」の目指すところが「市

区町村子ども家庭総合支援拠点」と方向性が同じだったため、「南房総市教育相談センタ

ー」を要綱で拠点として位置づけることとした。 



４．支援拠点設置要綱

平成３０年１月２３日付南教子第２５３６号 
南房総市教育相談センター設置要綱 

（目的） 
第１条 この要綱は、南房総市内における子どもとその家庭及び妊産婦等に対する支援ネ
ットワークの拠点として、「南房総市教育相談センター」（以下「教育相談センター」とい
う。）を設置し、子どもが心身ともに健やかに育成されるよう、子どもとその家庭の福祉
に関し、必要な実情の把握に努め、情報の提供を行い、家庭その他からの相談に応じ、調
査及び指導を行うとともに、その他の必要な支援に係る業務を適切に行うことを目的と
し、必要な事項を定めるものとする。 
（主体） 
第２条 設置及び運営の主体は、南房総市（以下「市」という。）とする。 
（設置） 
第３条 教育相談センターは、市内保育所、幼稚園、小学校、中学校、児童福祉施設及び
各関係機関とのネットワークを構築する観点から、教育委員会子ども教育課に設置する。 
２ 教育相談センターは、「市区町村子ども家庭総合支援拠点」設置運営要綱（平成２９
年３月３１日付け雇児発０３３１第４９号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下
「国支援拠点設置運営要綱」という。）に定める「市区町村子ども家庭総合支援拠点」の
機能を持つ。 
３ 教育相談センターは、子ども・若者育成支援推進法（平成２１年法律第７１号）第１
３条に規定する「子ども・若者総合相談センター」の機能を持つ。 
（事業内容） 
第４条 教育相談センターは、次の各号に定める事業を実施する。 
(1) 特別支援教育事業
    保育所、幼稚園、小学校及び中学校に所属する児童に対する特別支援教育の推進
及び個別相談を行う。 
(2) 適応指導事業
    通常に登校できない小学校及び中学校に所属する児童に対する支援並びに社会的
自立に向け支援を必要とする児童に対する支援を行う。 
(3) 要保護児童対策地域協議会事業
    要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦等（以下「要保護児童等」という。）
に対する支援と関係機関との調整を行う。 
(4) 市区町村子ども家庭総合支援拠点事業

国支援拠点設置運営要綱に定める事業を行う。 



(5) 子ども・若者総合相談センター事業
子ども・若者総合相談センターとしての機能を担う事業を行う。

（職員の配置等） 
第５条 教育相談センターは、次の各号に定める職種の職員について、必要に応じ配置す
るものとする。 
(1) センター長
(2) 保健師
(3) 特別支援教育相談員
(4) 家庭児童相談員
(5) 教育相談員
(6) 国支援拠点設置運営要綱に基づき配置する職員
（職員の職務）
第６条 前条に掲げる教育相談センターに配置される職員の主な職務は、次の各号に定め
るとおりとする。
(1) センター長
教育相談センター業務の進行管理並びに児童相談所及び保健所等関係機関との支援調整を
行う。
(2) 保健師
    子どもと家庭に関わる総合相談、各種関係機関との援助の協議・調整、地域にお
ける要保護児童等への個別支援、児童相談所・保健所等関係機関との支援調整及び地域へ
の子育てに関する情報提供を行う。（育児支援家庭訪問事業を含む。） 
(3) 特別支援教育相談員
特別な支援を要する児童とその家庭及び児童の所属する保育・教育機関に関わる相談と支
援を行う。
(4) 家庭児童相談員
子どもとその家庭に関わる総合相談及び各種関係機関との援助の協議・調整を行う。
(5) 教育相談員
子どもとその家庭に関わる総合相談及び各種関係機関との援助の協議・調整を行う（育児
支援家庭訪問事業を含む。）。

(6) 国支援拠点設置運営要綱に基づき配置する職員
市区町村子ども家庭総合支援拠点事業により配置する職員の職務は、国支援拠点

設置運営要綱に定めるとおりとする。 
（教育相談センターの設備） 
第７条 市は、相談支援業務を円滑に行うために、相談室を設けるものとする。 
なお、設備については利用者のプライバシーが保護されるよう十分配慮するものとする。 
（その他） 



第８条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は、市教育委員
会が別に定める。 

附 則 
この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

５．活動内容 

（１） 支援までの流れ

担当者ごとの判断による対応ではなく、全体の統一的なレベルを同一のものとするよう

に話し合いを行いつつ、手順を定めるようにした。 

受付では、「通告・相談受付シート」に日時・受付者・受付形態・分類（通告、相談、情

報提供等）・児童の個人情報・通告相談内容・源（直接見聞、人から聞いた、悲鳴や物音か

ら推測等）・通告相談者の個人情報・所属からの虐待通告への対応等を記入する。 

初動協議では、初動協議を行うと共に「初動協議シート」に対象児童の情報・初動協議の

内容（開催日時、課題類型、緊急度等）・家族構成・想定区分（要保護か要支援か）・予定担

当者・想定関係機関等を記入する。 

受理会議では、受理会議を行うと共に「受理会議シート」に対象児童の情報・受理会議の

内容（開催日時、課題類型、緊急度等）・即時対応結果・受理区分（要保護か要支援か）・関

係機関等を記入する。 

支援では、実際に相談や家庭訪問、保護などを行い、その内容を記録として専用のパソコ

ンに残す。

こうした手順をチームで理解し、行動できるようにしてきた。

（２）支援活動内容

支援活動範囲はとても広い。

① 丸山分庁舎内にある相談室での個別相談

（丸山分庁舎の 2階に 2室相談室が設けられており、そこで個別相談を行って

いる。）

② 丸山分庁舎にとどまらずそれぞれの場所（各公民館等も利用）での個別相談

合併によりカバー範囲が広く、交通整備状況が悪いため、丸山分庁舎まで来

るのが困難な方のために近くの役場や公民館まで職員が出向き個別相談を行

っている。 

受付 初動協議 受理会議 支援



③ 家庭訪問

②でも困難な方のために職員自らが家庭まで出向き相談を受けている。

④ 学校への指導・学校からの相談

学校への指導と共に学校からの児童の相談を受け、対応している。

⑤情報収集

保育所や小学校、中学校等関係機関から広く児童の情報を収集するようにする

とともに、記録して共有するようにしている。 
    ⑥一時保護へのつなぎ 

児童相談所へのつなぎ、一時保護解除後の地域での受け入れ 

（３）職員間の情報共有

 職員の情報共有の方法として①定例会・緊急会議②パソコンによるデータベース化を推

進してきた。 

①では、毎週水曜日に定例会で活動内容の報告や問題の共有、作業手順の修正を行ってい

る。またその内容をファイルにまとめている。 

②では 8台のパソコンを用意し、職員なら誰でも見られるようにして、データベースとし

て記録し、情報共有をしている。 



６．支援拠点設置までの有効だった事例 

（１） 都道府県の支援

チームのレベル向上のために、県が行う研修などに積極的に参加するようにしてい

る。 

（２） 要綱の整備

支援拠点の業務推進のための考え方や具体的対応を整理した。チームとしての業務

の推進につながった。また理念を共有することにより職員が変わっても支援活動が

行えるようにした。

（３） 組織変更

これまでの要保護児童対策地域協議会調整機関や家庭児童相談業務の組織改変、整

備、より広い課題に対応できるようにした。

（４） 庁内関係機関との連携

教育委員会内に位置付けることにより教育との連携はもともとできているが、特に

市長部局の関係部署（保健福祉部）との連携体制を再構築した。（組織としての対応・

連携）

（５） 地域の専門機関との連携

要対協関係機関との情報のやり取りを常時行えるよう連携体制を再構築した。（組織

としての対応・連携）

（６） 人員配置

資格を有する職員（教育職員免許状等）を外部から任命・採用した。元教員を採用し

たことにより学校機関と連携が取りやすい。また平成 25年から保健師を置き、保健

福祉部の保健師とローテンションして業務を行っているため。保健福祉部と連携が

取れやすい。

７．今後の方針 

現在体制を拡大、充実させている。今後は、この組織で継続的に人が変わっても維持で

きるかという点が将来的な課題として今から考えておかねばならないことだと思ってい

る。 

今後のことで言えば、法テラスにつなげているが、離婚などの相談もあるため今後は弁

護士関係の連携なども必要かと考えている。 



8．全体の感想 

  拠点と位置付ける体制が、教育部門出身（校長経験）、保健部門出身（保健師）の 2人

を中心に行われている。他の自治体の課題となっている教育部門との連携、保健部門との

連携が、ここでは、がっちりスクラムを組む形でできている。小規模自治体のモデルであ

る。そのモデルという意味は、国が作ったスキームを真似るという意味ではなくて、子ど

もを守る・養育者を支えるという理念を共有・深化させることを自治体の規模や地域性を

考えて行うということである。南房総市の地域でどう子どもを守っていくかを考え、それ

を実現するためにどういう内部のチームの専門性を上げていくかをシステマチックに行

っていく。チームの「共有知」といえるものを日ごとにレベルアップしていくためにはど

うすればよいのかの参考になろう。 

（図１）Map Fanより引用 
    URL：https://mapfan.com/pref/12 （閲覧日：2018 年 3 月 10 日） 
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